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1．はじめに
　1963年 11月 22日のジョン・ケネディ大統領の突然の死によって新たに大統領に就任したリン
ドン・ジョンソンは，直ちにビクトル・パス＝エステンソロ大統領指導下のMNR（Movimiento 
Nacionalist Revolucionario：民族主義革命運動）革命政権をめぐるボリビアの深刻な政治状況に直
面する。ジョンソン新政権は，ケネディ政権の陣容と政策を継承し，「進歩のための同盟」の堅持
を表明してボリビアに関しても大規模な援助政策の継続を表明するが，パス政権が 1963年半ばか
ら本格化させた「鉱山改革」によって鉱山労働者側との対立が深刻化し，12月には鉱山労働者に
よる米人人質事件も発生する中で，ジョンソン政権は直ちに緊急の対応を迫られる。その解決後も
パス大統領の 1964年の再選をめぐって政治的混迷が深まる中で，ジョンソン政権は，パス政権へ
の軍事的支援の強化によってボリビア情勢安定のための模索を続ける。しかし，パス政権は，結局，
1964年 11月に軍事クーデタによって崩壊し，1953年にアイゼンハワー政権によって開始され，ケ
ネディ政権の「進歩のための同盟」の下で再活性化した米国によるボリビア革命政権支援の試みは，
ジョンソン政権の下で 12年間の幕を閉じるのである。
　こうした米国のボリビア革命援助の歴史の中で，ジョンソン政権については，「進歩のための同盟」
に関して，ケネディ政権の政策を実質的に「継承」したのか，それとも大きく変質させたのかが重
要な問題となる。別稿でも指摘したように，従来，研究史的には，ケネディ政権からジョンソン政
権への移行において，ラテンアメリカ政策に関しては，ジョンソン政権の政策は，ケネディ政権に
おける経済援助と社会改革，そして政治軍事面での治安対策という三つの主要な要素の組み合わせ
によってソ連とキューバの脅威に対抗し，民主化と反共主義を実現するという「進歩のための同盟」
政策が当初持っていた政策間の微妙なバランスを崩し，露骨な反共主義と軍事優先に走ったという
点が強調されてきた。即ちジョンソン政権によってケネディ政権の政策が歪められ，1964年のブ
ラジルでの軍事クーデタへの積極的支持・奨励に始まり，その後の各国での反共軍事政権による政
治的安定の重視へとつながり，そして，1965年のドミニカ共和国への反共目的の大規模な軍事侵
攻へと至る政策が推進されていったと，ケネディ政権の当事者や支持者による初期の著作やその後
の研究において，批判されてきたのである［上村 2018：30―32］1）。
1）こうした初期の代表的議論としては，［Schlesinger 1965; Gordon 1963］を参照。ジョンソン政権のラテンアメリ
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　このような見方に立てば，ボリビアに関してもジョンソン政権の反共主義偏重によって，パス政
権に対する軍事クーデタの動きが加速されたのではないか，という疑問もありえよう。言い換えれ
ば，ケネディ政権が続いたとすれば，「進歩のための同盟」における政策間のバランスが維持され，
民主化や社会改革面でより多くの成果が期待できたはずであり，ボリビアについても軍事クーデタ
による革命政権崩壊とは違う結果があったかもしれないといった議論である。こうした疑問に関す
る本稿の答えは，以下の分析で明らかにするように，ケネディ大統領が 4年の任期を全うし，更に
は 8年間政権の座にあったとしても，はたして軍事クーデタという事態が避けられ，パス大統領と
ともにMNR革命政権の統治下において上記のような当初の目的がボリビアにおいて達成できてい
たかは疑わしい，というものである。
　以下の歴史的検証の中で示すように，ボリビアに関して，ジョンソン政権は，大統領自身も含め
て反共主義を重視していたのは確かであるが，1964年 11月の軍部による政権掌握を奨励・推進は
しておらず，むしろ同年夏以降ボリビア情勢が極度に不安定な状況になる中でぎりぎりまでパス政
権の継続を目指していたのである。こうした軍事政権をめぐるジョンソン政権の対応は，異例とも
言える。同時期のブラジルの軍事クーデタによる改革政権の打倒に典型的に見られるように，米国
は，改革等によって国内が不安定化した場合，軍部の政権掌握を後押しするのが通例であるのに対
して，ボリビアの場合，米政府は軍部のクーデタへの動きを牽制し，最後までパス政権支持を貫い
た。本文中の分析で明らかにするように，この背景には，ジョンソン政権はパス政権の治安維持能
力を高く評価していたことがあった。即ち，ケネディ政権から受け継いだ「進歩のための同盟」を
現実的な形で実施するには，経済発展・改革・反共の三要素を兼ね備えていたと見なしていたパス
が必要だと確信していたためである。確かに米国は，1950年代半ば以降のボリビア軍の再建の支
援によって，結果的にはMNR革命政権の崩壊を準備し，間接的に手を貸すことになるが，1964
年のパス政権の崩壊自体は，基本的にはボリビア革命政治の論理によるものであり，ジョンソン政
権のコントロールを越えたものであった2）。これは，ジョンソン外交およびラテンアメリカ政策の
理解にとってもその複雑な実態により即した理解を示し，新たな知見を加えるものである。その点
を明らかにするために，以下，まずはジョンソン外交をめぐる研究の動向について簡単に触れ，次
にジョンソン政権のラテンアメリカ政策について概観した後に，本稿の本来の課題であるジョンソ
ン政権のボリビア政策について検討する。
2．ジョンソン外交をめぐる研究
　1930年代からワシントンでの豊富な政治経験を積んできたジョンソンの大統領としての外交に
関して，研究史的には重要な問題があった。そもそもジョンソンは，テキサス出身の強力な議会指
カ政策をめぐる論争に関しては，［Allcock 2014: 1020―21］も参照。
2）別稿でも検討したように，そもそもアイゼンハワー政権による 1956年のボリビア軍再建への支援決定は，不安
定なボリビア情勢を安定させる可能性を持つ唯一の現実的選択肢としてMNR革命政権に対する経済援助を 1953
年から開始したが，その後も政治的不安定が続く中で，MNR政権崩壊の際の「保険」として行われたものであっ
た［上村 2016b：26―27］。その後のボリビア軍の再建によって，軍部が政治的受け皿として十分な組織的能力を持
つようになっていたのである。
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導者としての地位を確立し，1950年代後半には上院民主党院内総務という要職を務めてその辣腕
ぶりを発揮していた。1960年大統領選挙では同年夏の民主党大会直前まで自らの出馬を正式に表
明することはなかったが，ケネディ上院議員とならぶ事実上の有力候補であった。ジョンソンは，
選挙前から上院の若い同僚であるケネディに対して私的な場では「あの青二才」と呼んで軽侮の念
を隠さず，上院の最高指導者として内政・外交・国防問題に密接にかかわってきた政策通としての
自負を持っていた。更にテキサスを地盤とする穏健・実務派であり，黒人の公民権問題等をめぐっ
て対立を深める政治状況の中で南部保守派と北部リベラル派との間で橋渡しのできる政治家とし
て，大統領に最もふさわしい候補者との自信もあった。しかし，予備選挙を通じて民主党内での圧
倒的支持を集めたケネディが党大会で大統領候補に指名され，ジョンソンに副大統領候補への就任
を要請すると，かつてジョン・アダムズ大統領が「世界で最も重要な閑職」と述べた副大統領職を
より実質的なものとすることを条件にケネディの申し出を受入れた［Dallek 1991: 544―76］3）。本選
挙ではケネディが共和党候補リチャード・ニクソンに辛勝し，ジョンソンはケネディ政権の副大統
領として 1000日余りの任期を務めていた。
　このように議会の要職を務め，副大統領としても 3年近く政権の中枢にいたジョンソンが大統領
として行った外交に関して，従来の研究には二つの問題点があった。一つは，初期のジョンソン研
究で強調された点，即ち「ジョンソンは内政専門の政治家であり，対外問題への理解も辛抱強く取
り組む姿勢もなかった」という見方である。これはジョンソンの強い知的好奇心と内政外交にまた
がる要職を歴任したワシントンでの経歴からすれば違和感を禁じえないものであった［Dallek 
1999: 7］4）。こうした従来の解釈に対して，ジョンソン政権の内政と外交に関する新たな研究を集め
た論文集を編集したミッチェル・ラーナーが指摘するように，対外関係に関しても修正を図る新た
な研究が出てきており，ジョンソンが「アメリカ外交の形成において指導力を発揮し，また興味も
持っていた」点が強調されるようになってきている［Lerner 2005: 4―8］5）。こうした近年におけるジョ
3）ジョンソンがケネディの申し出を受け入れた理由として，ジョンソン自身の南部に対する歴史的使命感と上院で
の指導力の陰りが指摘されている［Dallek 1991: 577］。
4）確かにテキサスの片田舎で貧困の中からのし上がったたたき上げの政治家であるジョンソンは，アーサー王伝説
の宮廷である「キャメロット」にも擬せられ，「ベスト・アンド・ブライテスト」とも称された北東部のエリート
集団からなるケネディ政権に必ずしもしっくりと溶け込める政治家ではなかった。また副大統領候補となることを
承諾した条件でもあった，副大統領職をより強力で実質的なものにするという約束に関しても，その実現を目指す
ジョンソン自身の政権初期の様々な試みにもかかわらず，すべて失敗に帰し，ケネディは，ジョンソンに大統領の
名代としての海外訪問やいくつかの国内関係の委員会等の議長職を与えるに留まった。しかし，南部出身の有力政
治家として政権にとってのジョンソンの政治的価値を強く認識していたケネディは，ジョンソンの「巨大なプライ
ド」を満足させ，関係悪化を防ぐためにも，閣議への出席，毎週行われる上下両院指導者との協議への同席，記者
会見前のスタッフによるブリーフィングへの参加，そして国家安全保障会議への出席（この点は法律上の規定）を
認めたが，こうした会議等で必ずしもジョンソンは積極的に発言したわけではなかった［Dallek 1998: 8―12］。但し，
こうした会議への出席を通じてジョンソンは，米国が直面する外交問題と政策に関する政権の最高レベルの議論に
ついて常に最新の情報に触れており，突然の大統領就任にも戸惑うことはなかったはずである。
5）本格的なジョンソン研究の乏しさは，長くテキサス大学で教鞭をとってきた著名なアメリカ外交史家ロバート・
ディバインによって既に 1981年に指摘されている。ディバインは，初の本格的なジョンソン政権の内政と外交に
関する共同研究の成果を編集した 1981年の著作の中で，「亡くなって 10年近く経つにもかかわらずリンドン・ジョ
ンソンの政治的経歴と大統領としての統治に関する文献は，驚くほど限られている」として，これはケネディに関
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ンソン外交の再評価の進展を示すのが，H・W・ブランズ編集のジョンソン外交に関する論文集で
ある。ジョンソン外交研究における次の二つ目の問題点とも関わるが，タイトル『ベトナムを越え
て：リンドン・ジョンソンの外交政策』（1999年）が示すように，本書はベトナム戦争以外の他の様々
な地域や政策領域に即してジョンソンの対外関係における指導力を検証している。ブランズは，確
かに「ジョンソンは対外問題より国内問題に取り組むことを好み，国内問題がジョンソンの対外問
題への対応にしばしば影響を与えた」という従来の見解が基本的に正しいことを本書の各研究は示
しているが，一方で，「ジョンソンはベトナム問題にあまりに取りつかれてしまい，他の外交問題
に関与する余地は殆どなかった」というこれまで支配的だった見方に関しては，各執筆者は「ジョ
ンソンが［ベトナム問題以外でも対外］政策の中心にいた」という点で一致していると指摘してい
る［Brands 1999: 4］。
　こうした点と密接にかかわるのが，ジョンソン外交をめぐる二つ目の問題点である。従来，ベト
ナム戦争政策の挫折が圧倒的に研究者の関心を集め，ジョンソン外交＝ベトナム戦争外交の感が
あった。著名な大統領史家であり，最新のジョンソン論の大著を著したロバート・ダレクは，上記
ブランズのジョンソン研究において「世界的指導者としてのジョンソン」という章を執筆している
が，そのダレクの言葉を借りれば，「ジョンソン政権の外交とジョンソン自身を含む政権の安全保
障担当の指導者にとって，東南アジアでの戦争が最も重大な関心事」であり，「他の地域に対する
政策も大なり小なりベトナムでの戦争に結びついていた」のは確かであるが，「ジョンソン外交は，
あらゆる歴史的経験がそうであるように，［それぞれの対外政策が］継ぎ目のない網の目のように
結びついたもの」であり，「［ベトナム戦争も含めた］外交指導者としてのジョンソンの評価はまだ
定まっていない」のである。ダレクは，ジョンソンが「大きな成功や失敗を含めて対外問題にどの
ように対応したのかという点についてもっとダイナミックな理解が必要」であるとして，5年間の
大統領としての任期中にベトナム以外に，仏独等の同盟関係の管理，そして 1967年の第三次中東
戦争や第二次印パ戦争への対応等におけるイニシアチブに加え，核不拡散条約や SALTIにつなが
るソ連との各種の取り決め等に関する交渉におけるジョンソンの積極的関与を指摘している
［Dallek 1999: 6―8］6）。このダレクの論考も含めて，ブランズの論文集は，ジョンソン外交に関する
研究者の関心がベトナム戦争以外の幅広い対外政策の領域にようやく及び始めていることを示して
いる。確かに「ベトナムはアメリカ外交にとって重要な影響を与えたが，［対外関係で］常に決定
的であったわけではない」のであり，「ジョンソン外交の記録は，これまで通常考えられていたよ
り複雑だったのである」とのブランズの指摘のように，対外政策指導者としてのジョンソンに関す
する文献が大量に出版されているのとは顕著な相違があり，特にケネディとその政権に関するアーサー・シュレジ
ンガーやセオドア・ソレンセンの著作に「影響力や売り上げ，そして包括的な内容という点で匹敵する著作が全く
出ていない」と嘆いている［Divine 1987a: 3］。ディバインは，まさにこうした研究史上のギャップを埋めるための
試みの一つとして，ジョンソン政権に関する公文書の公開が当時本格的に進み始めたジョンソン・ライブラリーの
資料を用いた本格的なジョンソン研究を研究者らに呼びかけて 2巻の編著にまとめ，その後のジョンソン研究の先
駆けとなっている［Divine 1987a; Divine 1987b］。ロバート・ダレクのジョンソンに関する 2巻の大著［Dallek: 
1991, 1998］はまさにシュレジンガーやソレンセンらの著作に相当するジョンソン論の現時点での到達点を示すも
のと言えよう。ディバインが触れているシュレジンガーとソレンセンのケネディ論は，それぞれ［Schlesinger 
1965］と［Sorensen 1965］である。
6）ダレクの 2冊の大著からなるジョンソン論は，ジョンソン・ライブラリーを中心とする，膨大な資料調査に基づ
いている［Dallek 1991，1998］。
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る従来の解釈の修正が進んでいるのである［Brands 1999: 5］。
　このようなジョンソン外交全体をめぐる新たな視点は，政権のラテンアメリカ政策に関しても有
益である。ジョンソン大統領自身の積極的な関わりも含めて，ジョンソン政権による同地域への関
与が反共主義による軍事介入と軍事政権支持であった，という従来の単純な見方の再検討が必要で
あろう。以下の分析が示すように，ボリビアの事例は，反共主義の観点からのジョンソン政権によ
る軍部との関わりに関して，軍事クーデタの積極的推進や単純な軍事政権支持だけでない複雑な状
況に対するニュアンスのある対応を明らかにしよう。そこでまずは，研究史においてケネディ政権
による民主化推進からジョンソン政権による軍事政権支持への政策変化という従来の見方におい
て，その象徴とされてきたいわゆる「マン・ドクトリン」を中心に政権のラテンアメリカ政策を検
討する。以下，ジョンソン政権のラテンアメリカ政策についてケネディ政権との対比も交えながら
概観しよう。
3．ジョンソン外交とラテンアメリカ
　ジョンソンは，インドシナにおける危機的状況をケネディから引き継いでベトナムの「泥沼」へ
と急速にのめり込んでいくが，それ以外にも多くの危機が大統領就任直後のジョンソンを待ち受け
ていた。そうした地域の一つがラテンアメリカであり，そこでは，レイブが強調するように，ジョ
ンソン政権は，政治的混乱の収拾と反共主義の名の下にブラジル，チリ，ドミニカ共和国，ガイア
ナ等において民主的に選出された左派政権に対する敵対的対応をとり，ケネディ政権末期に既に半
ば非公式に進行していた反共主義の重視と非民主的政権（軍事政権）の容認が公式の政策として追
求されていくことになる［Rabe 2014: 147―48］7）。こうしたジョンソンのラテンアメリカ政策の基本
的方針を示すものと見なされてきたのが，政権成立直後の 1964年 3月にトマス・マン米州担当国
務次官補によって表明された「マン・ドクトリン」である。この政策は，ケネディ政権から対外政
7）ダレクは，ジョンソンンにとっての最初の重要な外交的試練としてパナマ問題をあげている。パナマでは，1964
年 1月初めに米国による運河地帯の支配をめぐって現地に居住する米国人とパナマ人との間で多くの死傷者を伴う
大規模な衝突が起こり，パナマ政府は運河地帯への支配権の強化を要求して対米断交に踏み切る。ジョンソンおよ
び政権内では，この事件の原因がパナマ側のナショナリズムにあり，国交断絶に関しても選挙をにらんだパナマ側
指導者の政治的狙いがあると正確に理解していたが，大統領も含めて米政府首脳の間ではこの騒擾への共産主義者
およびキューバの関与への懸念があり，その後のベトナム介入に典型的に見られるように，パナマ問題が世界的な
共産主義の脅威に対抗する米国の決意を試すものであるとの意識も強かった。ダレクによれば，より大規模な混乱
と内戦状態となるその後のドミニカ共和国の場合とは異なり，ジョンソンの対応は，強硬な対応を求める米国内の
保守派の要求にも流されず，パナマ側の要求に屈することもなく 3か月後に国交回復に漕ぎつけ，更に危機のほと
ぼりが冷めた後の同年 12月にはパナマ側が求める運河条約の改定交渉開始を発表するというように極めて慎重で，
「着実な」ものであったが，大統領自身の幾つかの不用意な発言等もあって，国内政治的にはジョンソンの外交的
手腕に疑念を抱かせる結果となった［Dallek 1998: 91―96］。オルコックは，パナマ問題に関する当時のこうした批
判的な見方にもかかわらず，パナマとの辛抱強い交渉は，ジョンソンの期待に応える形で新国務次官補のトマス・
マンによって成功裡に導かれたと評価している［Allcock 2014: 1040―42］。ダレクは著書の中で触れていないが，ジョ
ンソン新大統領にとっての最初の対外問題をめぐる危機としては，本稿でもこの後に検討するように実際には就任
直後の 1963年 12月のボリビアでの米人人質事件であったとも言えよう。
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策上の最重要課題の一つとして引き継いだ「進歩のための同盟」に関して，ジョンソンが大きな問
題があると考えていた点に関する改善の試みであった。ジョンソンは，「進歩のための同盟」に関
して政策の執行プロセスと内容という二つの点に即して改革を試みるが，政策プロセスの問題につ
いてはマンの任命によって対応しようとした。以下，まずその点について最初に検討し，次に「マ
ン・ドクトリン」に即して内容面での政策の変化について考察する。
　マンは，1963年 12月に同じテキサス出身のジョンソンによってメキシコ駐在大使から呼び戻さ
れ，大統領の強い信任の下に米州担当国務次官補に就任し，更に大統領特別補佐官および米国援助
庁（USAID）副長官を兼務するという異例の形で「進歩のための同盟」の最高責任者としての役
割も与えられ，新政権のラテンアメリカ政策の司令塔（スポークスマン）となっていく8）。法律家
として実務に携わり，国務省ではラテンアメリカおよび経済問題を専門としてきたマンは，ジョン
ソン同様に抽象的なレトリックによって「進歩のための同盟」を民主主義推進のための道具とする
のではなく，米国企業の投資を推進し，民主政権であるか軍事政権であるかを問わず反共政権を支
援するものへと変えようと考えていた。マンはケネディ・ホワイトハウスから盛んに唱えられた「革
命（revolution）」という言葉には批判的で，米国は「秩序だった進化（evolution）」を目指すべき
だと考えていた［Rabe 1999: 177; Dallek: 1998: 92］。ジョンソンは，政策の執行プロセスの改革に
ついては，国家安全保障補佐官のマクジョージ・バンディとジョン・マコーン中央情報局（CIA）
長官にそれぞれ検討を依頼し，彼らの提言を踏まえた結果が，ラテンアメリカに関わる二つの要職
の兼務とホワイトハウスへの確かな足場の確保によって組織間の調整を容易にするという形であ
り，その重職にうってつけと考えたのがマンだったのである9）。
　しかし，この任命に関しては，ケネディ政権で大統領特別補佐官を務め，ラテンアメリカ政策，
8）マンは，ウォルター・ラフィーバーらによってジョンソンの「crony（旧友）」として描かれ，ジョンソンが築き
上げた「テキサス・マフィア」の一員として「cronyism（えこひいき）」が批判されてきたが，両者は必ずしも古
くからの同郷のよしみではなく，大統領就任後のジョンソンがマンを高く評価して任命を決断し，その後も重用し
たのである［LaFeber 1993: 198; Smith 1996: 156―57; Dallek 1998: 92; Allcock 2014: 1029―30］。オルコックは，副大
統領としてケネディ大統領のホワイトハウスのエリート集団の中で孤立し，大統領就任後も同じエリートたちに囲
まれていたジョンソンにとって，マンがメキシコ国境近くで生まれ，ジョンソン同様に地元テキサスの小さな大学
で教育を受け，有能だが率直な物言いをするといった点も魅力であったろうと指摘している［Allcock 2014: 1030］。
以下の「マン・ドクトリン」の説明からも明らかなように，高邁なレトリックではなく，実際の結果を重視する点
でも両者の考えには多くの類似点があり，「外交的」でなく庶民的で直截な表現を好むという点でも両者は似ていた。
マンが述べたとされる「私はラティーノの連中をよく知っている。連中は二つのことしか理解しない。ポケットに
1ドル札を入れてやること，そしてケツを蹴っ飛ばしてやることだ」は，ジョンソンが言ってもおかしくない言葉
であり，両者のラテンアメリカ理解の根底には，テキサスの田舎で幼少時代にヒスパニック系の人々と一緒に育っ
た経験があったとも言えよう。ダレクによれば，ジョンソンも「私はラテンアメリカの連中をよく知っている。メ
キシコ人［メキシコ系アメリカ人］たちと一緒に育ったのだから」とよく口にしたという。ピーター・スミスは，
上記のマンの言葉が象徴する経済力と軍事力を梃子とした高圧的な外交がジョンソン政権のラテンアメリカ政策の
特色であり，マンが体現していたと批判している［LaFeber 1993: 198; Smith 1996: 156―57; Allcock 2014: 1018；
Dallek 1998: 91］。
9）Editorial Note 1, US Department of the State（以下 DS），Foreign Relations of the United States, 1964―1968, Vol. 
XXXI: South and Central America; Mexico（Washington, D.C.: Government Printing Office, 2004）（以下 FRUS, 1964―
68, XXXI），https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/d1 2017年 12月 30日アクセス。
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そして別稿でも見たようにボリビア政策においても重要な局面で関与してきたアーサー・シュレジ
ンガーが新大統領に対して強い批判的な覚書を提出している［上村 2017b：3―8；上村 2018：6―7］。
シュレジンガーは，ジョンソンがマンの新国務次官補への任命を発表したのと同じ日の 1963年 12
月 14日付の覚書の中で，マンが「保守的な経済思想」を持ち，社会改革を推進する政府に反対し，
ラテンアメリカで広がる極めて重要な潮流を理解せずにその動きに抗ってきたとして，「進歩のた
めの同盟」の基本的な考えとは全く相容れない考えを持つと強く批判した10）。マンへの反対は，リ
チャード・グッドウィン大統領特別補佐官らのケネディ政権以来の他のリベラル派も巻き込み，上
院の民主党リベラル指導者の一人で上院民主党院内幹事でもあるヒューバート・ハンフリーにも反
対を働きかけるなど様々な形で進められたが，結局，マンの指名はハンフリーを含め全会一致で承
認されている。この背景には，オルコックが指摘しているように，上院は民主党のリベラル派も含
めて，新大統領の最初の重要な人事に反対してジョンソンの不興を買うことを嫌ったのに加え，そ
もそも外交官としての評価の高いマンへの反対は，この任命をケネディの遺産を掘り崩そうとする
ジョンソンによる「宣戦布告」と見なしたケネディゆかりのホワイトハウス内の一部のリベラル派
に限られていたのである［Allcock 2014: 1028, 1030―31］11）。更にマンは，その強い反共主義にもかか
わらず，必ずしもラテンアメリカ諸国の社会改革そのものに反対していたわけではなく，むしろか
つてアイゼンハワー政権末期において反米主義の高まりやキューバ革命による改革の機運の高まり
の中で，経済担当国務次官補として大統領の実兄でアドバイザーであるミルトン・アイゼンハワー
やロイ・ラバトム米州担当国務次官補，ダグラス・ディロン経済担当国務次官らとともにラテンア
メリカへの経済援助の大幅な拡大と質的転換を目指す重要な政策転換を推進しており，シュレジン
ガーの批判からすれば皮肉なことに，ケネディ政権の「進歩のための同盟」の前身とも言える政策
の下地を作った人物の一人であったのである［Rabe 1988: 109―15, 141―52; Allcock 2014: 1020―21, 
1024―25］12）。次に「マン・ドクトリン」に即して，ジョンソン政権によるラテンアメリカ政策およ
び「進歩のための同盟」の内容の見直しに関して検討する。
10）ケネディ政権の中にも，こうしたシュレジンガーらによる対外問題，特にラテンアメリカ問題への関与を快く思
わない側近はいた。ダレクによれば，ボストン時代からケネディが信頼する側近であったケネス・オドネルとラリ ・ー
オブライエンは，ラテンアメリカ問題を担当していたケネディ側近の一人であるラルフ・ダンガンに対してピッグ
ス湾事件後，「ラテンアメリカ問題にイカレてる（crazy nuts）あのいまいましいグッドウィンとシュレジンガーに
は気を付けろよ」と述べている［Dallek 1998: 92］。
11）シュレジンガーは，この後も一貫して「進歩のための同盟」は，ケネディの死とともに 1963年に終わりを告げた
と強調し続けた。シュレジンガーによれば，ケネディの死後「本来の『同盟』の心臓部である政治的・社会的要素
が取り除かれた後，同じ名前の別のプログラムがもがき続けた」とされ，「同盟」は「米国財界の政治部門」と化
して経済発展は追及されたものの，新政権は，ケネディの三つの目標のうち［社会の］構造的改革と政治的民主化
という二つの目標については急速に精算していった」とされる［Schlesinger 1988: 71］。シュレジンガーによるこ
うした批判に関して詳しくは，［Rabe 1999: 173］も参照。
12）またマンは，トルーマン政権からアイゼンハワー政権への政権移行期にも，政治任命のエドワード・ミラー国務
次官補の 1952年秋の辞任後，国務次官補代理としてボリビア革命政権との関係改善に向けた国務省キャリア外交
官らによる政策形成に主導的役割を果たしている。
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4．「マン・ドクトリン」
　ジョンソン政権は，マン国務次官補が 1964年 1月 3日に国務次官補に正式に就任し，ラテンア
メリカ政策の陣容がそろい，「進歩のための同盟」政策の見直しの体制が整った 3月半ばに，ラテ
ンアメリカ政策への集中的な取り組みを開始する。ジョンソン大統領は，ケネディ前大統領がラテ
ンアメリカ諸国大使を前に「進歩のための同盟」構想を発表してから 3年目の 3月 16日に，ワシ
ントン駐在のラテンアメリカ諸国大使およびラテンアメリカ諸国から一時帰国させた米国大使らを
前にしてラテンアメリカ政策に関する主要演説を行った。演説の中でジョンソンは，ケネディのビ
ジョンを引き継いで「進歩のための同盟」を再活性化するとの決意を強調した。そして，同政策が
多くの課題や問題点を抱えながらも，「経済発展・社会正義・個人の自由」という政策の基本原則
の正しさは変わらず，過去 3年間に今後の更なる発展のための基盤はできたとして，米国が引き続
き他国や私的セクターとの協力のもとにケネディ政権によって「進歩のための同盟」で約束された
大規模な支援を今後も続けていくと宣言したのである。ジョンソンは，こうした「米国による約束
に対する自らの強い決意」を示すものとしてトマス・マンの米州担当国務次官補への任命をあげて
いる［Johnson 1964a］。
　ジョンソン演説終了後，ラテンアメリカ駐在の米国大使らには，マン国務次官補による新政権の
ラテンアメリカ政策に関する 3日間に及ぶ秘密セッションへの参加が待っていた。この会議でのマ
ンによるジョンソン政権のラテンアメリカ政策に関する新方針の説明が，後に「マン・ドクトリン」
と呼ばれるようになる。その内容は，①経済成長の促進，②米国の直接投資の保護，③ラテンアメ
リカ諸国の国内問題への不介入，④共産主義への反対の四つの柱からなっていた［Smith 1996: 156; 
Rabe 1999: 177］。マン・ドクトリンの内容は，会議終了後の翌 19日にニューヨークタイムズ紙にリー
ク記事が一面に現れてトップニュースとなり，直ちに大きな反響を呼んだが，特に問題となったの
が，ラテンアメリカの民主化と軍事政権に関する部分であった。発言の中で，マンは，過去の米国
による独裁者追放の試みは概ね失敗に終わっており，そもそもラテンアメリカ諸国の国内的政治危
機には関与すべきではないと指摘した13）。そして，米国は自らの民主主義への信念をラテンアメリ
カ諸国に押し付けるべきでなく，共産主義的でなく，実効的な統治が行われていれば，民主政権と
軍事政権を区別せず，軍部によるクーデタに対しても経済・軍事援助の停止といった内政干渉によっ
て対応しない点を強調した14）。更に「進歩のための同盟」に関して，マンは経済成長への支援強化
13）ジェローム・レビンソンとフアン・デオニスによれば，会議でのマンの発言に関する公式の記録は残っていないが，
マン発言はニューヨークタイムズ紙の著名な国際記者タッド・シュルツにリークされ，この記事がその後の「マン・
ドクトリン」に関する基本的な資料の一つとなっている［Levinson and de Onís 1970: 88］。マン自身はその後，記
事の内容が正確でないとして批判したものの，他の会議参加者（匿名）によってその正確さが確認されており，ス
ティーブン・レイブもその内容は NSCスタッフも確認しているとしている［Levinson and de Onís 1970: 88; Rabe 
1999: 178］。記事そのものは，［Szulc 1964］を参照。
14）この点に関しては，自らの名を冠した「マン・ドクトリン」の提唱とドミニカ共和国への軍事介入を推進した役
割からすれば皮肉とも言えるが，マンは，実際にラテンアメリカ諸国への内政干渉はこれまで期待した効果を生む
ことはめったになかったとして批判的であり，米国による軍事介入に基本的には慎重であった。「現在，非民主的
だとして最も批判を受けているのは，まさに米国が占領して自らの『監視』の下で選挙を行った国々［ニカラグア
やハイチ等の中米カリブ諸国］である」と 1957年に書き記している［Allcock 2014: 1019］。
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を強調するなど，ラテンアメリカに対して道義的ではなく，実際的な観点から経済成長の促進と米
国の経済的利害の保護，そして共産主義の勢力拡大に対抗する場合を除く内政不干渉を唱えたので
あった［Szulc 1964］15）。このマン発言は，すぐにメディアで「マン・ドクトリン」と名付けられ，「進
歩のための同盟」を大きく変質させるものとして，米国内で強い反対の声をもたらしたのであった
［Wright 1991: 74; Rabe 1999: 177―78］16）。
　この「マン・ドクトリン」に象徴されるジョンソン政権のラテンアメリカ政策は，確かにケネディ
政権の政策と比べて強調点が大きく変わっており，シュレジンガーらのリベラル派が批判するよう
に，当初の「進歩のための同盟」が強調した社会改革・開発援助・経済成長の三つの柱のうち，経
済成長に重点が置かれるようになったのは確かである［Schlesinger 1988: 71］。そもそもジョンソ
ンは，米国の「隣人」としてのラテンアメリカに対して対外関係の中でも特に強い興味を持ってお
り，前任者のケネディが鳴り物入りで開始した「進歩のための同盟」と政策が抱える問題点にも並々
ならぬ関心を抱いていた。ダレクによれば，ジョンソンは，自らの「テキサス＝メキシコのコネク
ション」によって米州の問題に独特の嗅覚があるとして，自分ならばケネディよりうまく問題を解
決できると考えていたのである［Rusk 1990: 403―04; Dallek 1998: 91］。ジョンソンは，「進歩のため
の同盟」政策が期待された成果をあげず，「実際の成果より華やかな演説にばかり関心のある『不
適任者の同盟』によって運営され，官僚組織の縄張り争い」のために「まったくの混乱状態」にあ
ると感じていた。ジョンソンは，既に触れたように，ケネディ自身も政権末期に本格的に考え始め
ていた政策の執行プロセスの改革にまずは着手するとともに，「マン・ドクトリン」に見られるよ
うに政策目標についてもより現実に即したものに変えようとしたのであった。ダレクによれば，ジョ
ンソンは，1964年 3月 16日の演説にも同様の傾向が見られるように，レトリック面ではケネディ
の唱えた「米州を革命的なアイデアと努力の坩堝」へと変革するといった大げさな表現もしばしば
用いたが，実際には革命的変化を唱える共産主義の魅力を鈍らせるというケネディが本来目指して
いた反共主義の目的を実現するため，自らの政治的原体験であるニューディールを基にしたより実
現可能な改革プログラムへと変えようとした。そして，ジョンソンは，経済発展による「平和革命」
や民主化の実現の見通しは当面は全くないとして，民主化から経済成長そのものへと政策の重点を
変えることによって「進歩のための同盟」を救おうとしたのであった［Dallek 1998: 91―92; Rabe 
1999: 176; Allcock 2014: 1029］17）。
15）更にマンは，発言の中でラテンアメリカの指導者を「よい」，「悪い」と道義的に区別するのは困難であるとして，
その例としてメキシコのアドルフォ・ロペス＝マテオス大統領，ボリビアのパス大統領，そしてパラグアイの独裁
者として名高いアルフレード・ストレスナーを挙げているが，パスをストレスナーと同一視することには，立憲的
な大統領を独裁者と全く同列に置いたとしてレイブは批判的である［Rabe 1999: 178］。一方，フィールドは，この
同じ発言を取り上げて，マンはむしろパスを評価する意味でそのように発言したとして，パス政権の「権威主義的」
性格を改めて裏打ちするものだと強調している［Field 2014: 132］。
16）直後のニューヨークタイムズ紙の社説［New York Times Editorial Board 1964］も参照。
17）オルコックは，ケネディ政権からジョンソン政権への移行におけるラテンアメリカ政策と「進歩のための同盟」を
めぐる政権内の対立，そしてニューヨークタイムズ紙等のリベラルなメディアからのマンおよび「マン・ドクトリン」
への批判に関して，ニューディール期とケネディ政権期の「リベラル」を対比させて興味深い考察を行っている。
オルコックによれば，マンは後に自らへの批判は民主党内の「保守派」と「リベラル派」との間の権力争いに起因
していたと述べているが，オルコックは，むしろこうしたマンとジョンソン政権をめぐる一連の対立と批判は，民
主党内の「リベラル」の定義をめぐるリベラル派内の違いが基底にあるとしている。即ちジョンソンとマンが目指
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　実際にケネディ政権においても民主化目標達成の困難さは，政権末期に向けて強く意識されるよ
うになっており，政策の軌道修正が行われ始めていた。ケネディ政権の成立はラテンアメリカ民主
化の一つのピークの時期と重なっており，民主政権との協力による「進歩のための同盟」政策の下
でのラテンアメリカ社会の改革への大きな期待に満ちていたが，1963年に入るとグアテマラ（3月），
エクアドル（7月），ドミニカ共和国（9月），ホンジュラス（10月）と次々と国内政治の不安定化
に対応した軍部による政権掌握が続いて，ケネディを悩ませていた［Levinson and de Onís 1970: 
84―86; Dallek 1998: 92］。こうした事態に対して，ケネディは，10月初めにエドウィン・マーティ
ン米州担当国務次官補による新聞（New York Herald Tribune紙）への寄稿の形で新たな政策を示
していた。マーティンは，代議制民主主義の下での自由な活動が人々にとって最善の道であるとの
信念は変わらないが，それが個別のラテンアメリカ諸国で実現することは短期的には困難である。
軍事クーデタが望ましくないことは確かだが，ラテンアメリカにおいて軍部が果たしてきた歴史的
な役割は否定できず，米国が，当該国民が強く反対しない場合に軍事政権に対して経済的・軍事的
圧力を用いるのは無益であるとして，米政府は，教育を受けた中間層がラテンアメリカにおいて平
和と民主主義を守る要であり，軍部には国内の治安維持とシビック・アクション活動に努めるよう
促していくべきだと述べている［Levinson and de Onís 1970: 86］18）。
　こうしたケネディ政権による「中途半端」な対応と比べて，ジョンソン政権の対応はより「現実
主義的」なものであり，非民主的政権に対する道義的ためらいはなく，相次ぐ民主政権の倒壊と軍
事政権の登場という現実に対してより実務的に対応しようとするものであり，反共主義と経済的利
害に関する米国の国益に沿うのであれば政権の性格は問わないという「マン・ドクトリン」に結実
するものであった。しかし，米国が民主化の看板を「公式に」取り下げたことは，ラテンアメリカ
側に直ちに重要な反応を引き起こした19）。南米の大国ブラジルでは，「急進民主主義」を唱え，左派
した「リベラリズム」は，両者の政治的出発点となったフランクリン・ローズヴェルトのニューディールによる国
内改革と対外的には善隣外交であって，ラテンアメリカへの不介入主義と経済協力が基になっており，ケネディ政
権が政策の基盤とした「近代化論」に基づく「リベラル国際主義」によるラテンアメリカ諸国に対する介入的改革
ではなかったのである［Allcock 2014: 1034］。実際，「リベラル」という点では，内政面ではジョンソン期は，まさ
に「偉大な社会」政策によって「リベラリズム」のピークを迎えていたのであり，この国内のリベラル改革を他国
や世界に対してどのようにそしてどの程度広げていくか，この点でジョンソン＝マンのリベラリズムとケネディ＝
シュレジンガーのリベラリズムには，国内面と対外面で興味深いギャップがあったと言えよう。本来，こうしたニュー
ディール的な「保守リベラル的」対外介入観を持っていたジョンソンが，ベトナムに軍事介入を強めるとともに，
同国の「国内問題」にも深く介入していくのは，やはりその強烈な反共主義が一つの重要な要因であったろう。こ
うしたアメリカ外交におけるリベラリズムと反共主義，対外介入との複雑な関係には更なる検討が必要であろう。
18）スティーブン・レイブによれば，「進歩のための同盟」政策の問題点の根本的改善はケネディ自身も考え始めてお
り，暗殺の 1か月前の 10月 23日には，「進歩のための同盟」の資金がラテンアメリカで生きた形で使われること
を望み，「同盟」政策のコーディネーターであるテオドロ・モスコソの管理運営能力への信頼が失われたとして，
ラテンアメリカ問題を統括する権限を持った人物の任命を求めていた［Rabe 1999: 176］。
19）ジョンソン政権は，ラテンアメリカに対して民主化目標を正式には取り下げたことはなかった。そのため本研究
では，カギ括弧付の表現を用いているが，「マン・ドクトリン」が「公表」されて批判が高まったこともあって，
その後，「進歩のための同盟」に関する演説においてマンもジョンソン自身も経済成長と反共主義の実現に加えて，
繰り返し民主化目標の重要性を強調し続けた。例えば，［Johnson 1964c: 854―57; Mann 1964a: 857―63; Mann 1964b: 
995―1000］を参照。
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民族主義路線を取るポピュリスト政権を率いるジョアン・グラール大統領が，改革政策をめぐって
議会を基盤とする伝統的保守エリート層および軍部と対立していたが，1964年に入って農地や軍
部，産業等に関する改革政策を強化する中で，特に軍が危機感を強めて 3月に入ってクーデタ計画
を進め始めた。ブラジル軍部は，「マン・ドクトリン」が公になる中で，ケネディが「進歩のため
の同盟」のいわば特使として送り込んだリンカン・ゴードン米大使を通じて，ジョンソン政権の支
持を確認しながら 3月 31日にクーデタを決行してグラール政権を倒して臨時政権を樹立したので
ある［Wright 1991: 75; 山田 2000: 466―67］。米政府は，1961年のグラール政権成立以来，その容共
的な姿勢や外国資本に対する締付けの強化等に懸念を抱き，実際に CIAによる秘密工作を通じて
当初は政権の穏健化を目指し，1962年からは政権自体の弱体化を目指して経済的外交的圧力を加
えてきたが，1964年 3月に入って軍部主流派によるクーデタ計画が進められ始めると，彼らとの
接触を通じて軍事的支援の可能性の検討を始めていた。実際にクーデタが決行されるとクーデタ支
持の意味を込めて直ちにリオデジャネイロ沖に演習の名目で艦隊派遣を決定し，更にグラールが国
外に亡命した 4月 2日には直ちに軍事政権を承認している20）。
　このブラジルのクーデタは，グラール政権下の混乱を収拾し，立憲政治の回復を目指すという名
目で行われ，ジョンソン政権も「民主主義の回復」を歓迎した［Johnson 1964b］。しかし，ブラジ
ル軍の行動は，それまでのラテンアメリカ軍部による政権掌握とは異なって，軍事指導者個人によ
る長期の独裁を生み出すものでなく，また次の大統領選挙までの短期の政権担当という形でも終わ
らなかった。その後のブラジル軍事政権による支配は，組織としての軍が政治・経済・社会にわた
る国家統治を完全に掌握して反対派を徹底的に弾圧し，官僚組織と協力して強力な支配の下に経済
成長を追求するというそれまでとはまったく異なる新たなタイプの軍事統治をもたらしたのであ
る。これは「官僚主義的権威主義体制」とも呼ばれ，その後 1980年代までブラジルを含め南米諸
国に広く見られるようになる政治体制の先駆けとなり，ボリビアでも 1964年 12月の軍事クーデタ
以降，1980年代まで続く軍事政権の時代にこれに近い体制が現れることになる21）。
　ブラジル軍事政権は，内政面で政治的権利の制限や経済成長に向けた各種政策等をとっただけで
なく，対外的にはそれまでの民族主義的路線を転換して積極的な外資導入に向かい，また米国がブ
ラジルに対して強く求めてきたキューバとの国交断絶にも直ちに踏み切るのである。これまでグ
ラール政権の下で米州においてカストロ政権支持を唱える重要国の一つであったブラジルでの軍事
政権の成立は，それまで同様に対キューバ断交に反対してきたエクアドルでの前年の軍事政権成立
とあわせて，米国がケネディ政権以来ラテンアメリカ諸国に対して強く求めていた米州機構（OAS）
20）Editorial Note 196 [Brazil], FRUS, 1964―68, XXXI，https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/
d196 2018年 1月 13日アクセス；Editorial Note 207 [Brazil], ibid.，https://history.state.gov/historicaldocuments/
frus1964―68v31/d207 2018年 1月 13日アクセス。この間のジョンソン政権の政策決定に関して詳しくは，以下を参照。
Telegram from the Ambassador to Brazil (Gordon) to the Department of State, March 28, 1964, ibid.，https://history.
state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/d187 2018年 1月 12日アクセス；Memorandum of Conversation by 
McGeorge Bundy: “Brazil,” March 28, 1964, ibid.，https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/
d188 2018年 1月 12日アクセス；Telephone Conversation between Secretary of State Rusk and President Johnson, 
March 30, 1964, ibid.，https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/d193 2018年 1月 12日アクセス。
1964年のクーデタに至るブラジルの歴史的背景について詳しくは，［Bradford 1970: 318―381］を参照。
21）「官僚主義的権威主義体制」について詳しくは，［Collier1979: 3―9］を参照。またボリビアの事例に関しては，［Malloy 
and Gamara 1988］を参照。
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による対キューバ制裁強化を可能とするものであった。1964年 7月の OAS外相会議では，キュー
バとの外交・経済関係の断絶と旅行禁止等を加盟国に義務付ける米国主導の決議案が必要な 3分の
2の賛成を得て成立した。ボリビアも賛成を余儀なくされ，その後の対キューバ断交は，後で検討
するように，国内での反政府運動の高まりの中で，パス政権の政治的基盤を更に掘り崩すことにな
る［Wright 1991: 65］22）。次にジョンソン新政権にとって最初の対外的危機の一つともなる 1964年
12月の米人人質事件について両国の関係を検討する。
5．ジョンソン新政権とボリビア援助政策
　ジョンソン新政権は，ケネディ政権の陣容と政策を継承し，「進歩のための同盟」の継続を確認
するとともに，ボリビアに対しても同政策の下での大規模な援助政策を続ける。国務省は，ケネディ
政権のボリビア政策継続を新政権に訴えるためジョンソン大統領就任直後に「ボリビア戦略文書」
（1963年 11月 26日付）をホワイトハウスに送付した。これは 6ページにわたる比較的長い覚書で
あり，ケネディ暗殺の 4日後に提出されていることもあり，本来は 10月の両国間の首脳会談を踏
まえたケネディ政権のボリビア政策の取りまとめとしてケネディが読むことを想定して準備されて
いたものであろう。同文書によれば，ボリビアにおける米国の「戦略的目的」は，同国が持つ発展
の可能性を利用して政治状況の改善を図り，「（a）穏健な政権が共産主義の脅威に打ち勝って民主
的な未来に向かって努力を続けることを可能にし，（b）ボリビア政府がより迅速な発展を実現す
るために，財政経費に関する米国の支援への依存を減らしながら財政・金融・雇用・貯蓄に関する
困難な決断を行えるようにする」ことだとしている。そして，そうした目的達成のための「戦略」
として，経済発展促進のために「新たな方向付け」を行ったボリビア政府と協力して，「大規模な
金融資源（AID［米国対外援助局］，IBD［米州開発銀行］，IBRD［世界銀行］，IMF［国際通貨基金］，
各種の友好政府［西独等］，および関係する私企業）の活用」と，経済発展に向けて「ボリビア側
の貢献を最大にするような政治的，行政的，特に財政的改革をボリビア政府から確保」することを
挙げて，「鉱山改革」を含めた痛みを伴う改革の更なる推進と継続を強く求めている。また同文書は，
地方での道路建設や農地開拓，水路工事，学校建設等の軍による「シビック・アクション」の最大
限の活用を提唱し，治安対策とともに経済発展における軍の役割も強調し，ケネディ政権の経済発
展戦略を確認している。そして，パス政権に対する支援の意義として，「1952年ボリビア革命は，
米国が他のラテンアメリカ諸国に対して進歩のための同盟の下で導入を求めている一連の改革を実
現」しており，「国民革命によって，共産主義や軍による独裁体制に陥ることなく封建的社会を徐々
に転換することができることを他の『同盟』諸国に対して立証すること」を目指していると，改め
22）Memorandum (以下Memo) from Robert M. Sayre of the National Security Council Staff to the President’s Special 
Assistant for National Security Affairs (Bundy), July 23, 1964, FRUS, 1964―68, XXXI，https://history.state.gov/
historicaldocuments/frus1964―68v31/d22. 2017年 12月 13日アクセス。1964年 7月初めの時点で OAS制裁決議に
反対していたのは，メキシコ，チリ，アルゼンチン，メキシコであったが，最終的にチリは賛成に回り，アルゼン
チンが棄権する一方で，最後まで決議に反対したのはメキシコであった。この時点でアルゼンチンは既に断交して
いて，キューバと国交があったのは，メキシコ，チリ，ボリビア，ウルグアイであり，その後，後で見るようにチ
リとボリビアは 8月初めに断交に踏み切り，ウルグアイもその後の軍事政権下で断交に至り，結局，革命キューバ
との関係を継続したのはメキシコのみであった［Wright 1991: 65］。
上村直樹 13
てその意義を強調していたのである23）。
　既に見たように，この時点ではマンはまだ駐メキシコ大使であり，米州担当国務次官補への就任
の話は出ておらず，この文書の作成に関与したとは考えられない。ラテンアメリカの民主化推進と
いった「壮大な」目標に関しては，もともと批判的であったマンにとって，そしてジョンソンにつ
いても「共産主義の脅威に打ち勝って」や「共産主義に陥ることなく」といった表現に問題はなかっ
たであろうが，「民主的な未来」といった民主化に関する目標の強調には，多少とも違和感があっ
たであろう。既に検討したように，新政権のラテンアメリカ政策には「マン・ドクトリン」に見ら
れるように，政府外に対するレトリックは別にして，政府内部では「民主化」の強調は背後に退い
ていくのである。そして，ボリビアではまさにそうした民主化の期待が「甘い夢」であることをジョ
ンソンやマンらの新政権指導者に痛感させ，政府による強力な手段が必要になる事態がすぐに起こ
り，強権的姿勢を強めるパス大統領の政治的手腕の必要性を再認識させることになるのである。そ
れが 12月の米人人質事件であった。
6．米人人質事件（1964 年 12月）
　事件は，1963年 12月 6日にボリビア最大の鉱山で左派の拠点でもあるシグロベインテ鉱山で発
生した24）。同鉱山の労働者らが政府による鉱山労働者の強引な解雇の中止や政府が拘束した労働指
導者の解放を求めて，米政府関係者 4人と 30人ほどのボリビア鉱山公社（COMIBOL）の技術者
らを人質にとって政府と厳しく対立した。12月 16日の人質の無事解放まで両国関係は緊迫し，ジョ
ンソン政権は直ちに緊急の対応を迫られたのであった。事件の直接の契機は，パス政権・米政府が
ともに「鉱山改革」にとって重大な障害と見なしていたシグロベインテ鉱山の二人の共産党指導者
フェデリコ・エスコバルとイリネオ・ピメンテルを突如逮捕したことであった。別稿でも触れたよ
うに両者は，シグロベインテ鉱山の数千名に上る労働者民兵からの圧倒的な支持を背景に，パス政
権との一定の「共存関係」にあったボリビア共産党（PCB）からは独立して，武闘路線によってパ
ス政権による「鉱山改革」への徹底抗戦を指導していた［上村 2018：24―26］。
　人質となる米政府関係者 4名は，米国情報局（USIS）や米国対外援助局（USAID）などの労働
問題専門家であり，彼らは急進的な労働運動の中心地であるカタビ＝シグロベインテ鉱山地区への
「戦略的援助」として USAID資金によって行われた学校建設のための 12月初めの式典に出席した
後，鉱山労働者側の招きで近くのコロキリで開催されたボリビア鉱山労働者連盟（FSTMB）の第
12回総会に出席していた。ところが総会終了後の 12月 6日，帰還途中のエスコバルとピメンテル
がMNRの事実上の秘密警察部門である「政治統制部（Control Político）」によって捕らえられると，
ニュースは鉱山労働者の間に直ちに広まり，近隣のシグロベインテ鉱山から武装した数百名の鉱山
労働者らがコロキリに駆けつけ，出発しようとしていた米人 4人と COMIBOL関係者らを人質に
23）“Bolivia Strategy Statement,” November 26, 1963, “Bolivia 7/63―5/64 and updated,” Ralph A. Dungan File, Box 389A, 
NSF, JFKL. ジョンソン大統領も直後の 11月 29日のパス大統領への書簡の中で「ケネディ大統領と［10月の訪米
時の首脳会談で］話した計画について成功に向けてともに努力する」旨強調している［Field 2014: 132］。
24）人質事件に関する以下の叙述は，詳細な一次資料調査によって米政府だけでなく，ボリビア側の対応も詳述して
いるフィールドの研究に負うところが大きい［Field 2014: 109―30］。
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とってシグロベインテ鉱山に連れ去ったのである。鉱山労働者側は，人質解放の条件として二人の
労働指導者の解放を求めたが，パス政権はこれに応じず，直ちに軍の投入による人質解放作戦を米
政府側に提案し，軍部だけでなく政府支持の農民民兵も動員してシグロベインテ鉱山の軍事的包囲
の態勢を整えていく。米政府は，米軍自体の投入の可能性も含めて軍事的オプションについても検
討したが，米人人質の安全が確保できず，更には事態がコントロールを失い内戦に発展する可能性
も否定できないとして軍事作戦には一貫して消極的であり，ボリビア側が求める緊急軍事援助には
前向きの姿勢を示すものの，パス政権に対して軽挙を戒め，交渉による非軍事的な解決を強く促し
た。米側は，あわせて非軍事的な解決のためのあらゆる可能性を探って FSTMB委員長でもあるフ
アン・レチン副大統領を含めて水面下での様々な働きかけを続けたのである［Field 2014: 109―
21］25）。
　この事件は，最終的には鉱山労働者側が全面的に譲歩して二人の労働指導者の解放なしに平和裏
の人質解放につながったが，その背景にはレチンの仲介もあった。フィールドによれば，パス政権
の承認の下に米人人質の関係者らが，収監されているエスコバルとピメンテルに対して直接の説得
を続け，レチンも加わって両指導者から鉱山労働者に対して人質の解放と流血の事態を避けること
を求める書簡を確保したのであった。レチンは翌 2月 16日にシグロベインテ鉱山に数千人の鉱山
労働者を集め，二人の鉱山労働指導者からの書簡を読み上げ，すべての鉱山労働者を統括する
FSTMB委員長としての権威の下に，人質の解放ではなく鉱山を包囲する軍との対決の道を選ぶこ
とは，「戦い」ではなく家族も含めた鉱山労働者の「虐殺」を意味するとして，政府との対決は武
力で圧倒的な劣勢である今ではなく，力を蓄えてからにすべきだと訴えた。結局，労働者側は，二
人の労働指導者の解放を勝ち取ることなく人質の解放に応じ，軍も鉱山の包囲を解いたのである。
こうした労働者側が譲歩した要因として，ボリビア政府による厳しい軍事的圧力に加えて，米政府
および米軍の動きとそれが鉱山労働者側に与えた心理的影響も否定できない。フィールドによれば，
ジョンソン政権は，パスに対して軍事的行動を戒める一方で，米軍介入への危機感を意図的に煽っ
ており，人質危機の開始直後の 12月 8日にホワイトハウスは人質事件を強く非難し，人質解放の
ためのパス大統領に対する「あらゆる援助を惜しまない」との敢て曖昧な声明を発したが，これは
ボリビアでは米国による介入の前触れと理解された。更に 12月 14日からは米国による緊急軍事援
助が鳴り物入りでラパスに到着し始めている［Field 2014: 115―28］。労働者側が軍による攻撃開始
とその後の「虐殺」を恐れる中で，政府の背後にある米軍の不気味な存在に強い心理的な圧力を感
じていたとも言えよう26）。この人質事件は，ジョンソン大統領を始めとする新政権の首脳にとって，
ボリビア情勢の深刻さを改めて痛感させた。フィールドによれば，米政府関係者の間で「鉄の拳を
持つ改革者」としてのパスの名声は高まり，左右に多くの政敵を抱えながらも混迷したボリビアを
25）フィールドによれば，これまで政府の「鉱山改革」に徹底的抵抗を続けるシグロベインテ鉱山等の労働者に対し
て軍を直接用いることに消極的であったパスは，米人人質の存在がシグロベインテに軍を直接投入するための格好
の口実になるとして，アルセ・ムリージョらの政権首脳とともに一貫して軍事作戦の開始を米側に強く訴え続けた
が，米側によって抑えられた。一方のオバンド参謀総長らの軍首脳は，政府の方針に従って鉱山への突入作戦を進
んで決行する意思はなかったが，米側から一層の装備を手に入れる機会として人質危機を利用することには積極的
であったとされる［Field 2014: 117―18, 120―21］。
26）労働側が最終的に政府の圧力に屈服した理由として，フィールドは，隣接するカタビ鉱山の労働指導者アルトゥー
ロ・クレスポによる「［決定的な理由は］米国だった」という自らのインタビューでの証言を挙げている［Field 
2014: 128］。
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経済発展と反共主義の道へと導くことのできる唯一の指導者として，ジョンソン政権はパス政権へ
の梃入れを強めていくことになるのである［Field 2014: 132］。
7．1964 年のパス大統領再選への動きとボリビア情勢の混迷
　こうしたボリビア情勢の混乱をさらに深める事態が 1964年 5月末の大統領選挙であった。パス
大統領は，1961年 6月に戒厳令下で憲法の一部を改正して再選を可能とし，引き続きボリビアの
経済発展の舵取りを行う準備を進めており，1963年に入って再出馬を表明していた。ダンカレー
によれば，反対は予想されたものの，第二期政権で軌道に乗り始めた自らの経済発展路線を継承で
きる有望な候補がいなかったことがこの決断の背景にあったとされる。しかし，この発表には党の
内外から予想をはるかに超える強い反対の声が上がった。MNR党内では，党機構を握る主流派が
パスの再選を強力に支える一方で，労働左派はレチン副大統領の最高指導者への就任を目指してい
た。こうした大統領選挙をめぐるボリビア国内の動きに対して，米政府はレチンと左派の動きを特
に警戒し，パスの再選を強く支持していた27）。そして，1963年 12月にステファンスキーに代わっ
て着任したダグラス・ヘンダーソン新大使は，パスに強く出馬を促した28）。
　一方，MNR党内には強権的な姿勢を強めるパスに対する批判を強め，空軍司令官のレネ・バリ
エントスを担ぎ上げようとする勢力もあった。バリエントスは，軍人としてのキャリアに飽き足ら
ず強い政治的野心を持つ人物で，出身地であるコチャバンバ県を中心とする高い人気を背景に
1960年代初めには政治的注目を集めるようになっていた29）。バリエントスは，1940年代後半から
MNRとの関係を深め，1952年革命後はMNR党員として軍事部門の指導的地位にあった。またボ
リビアにおけるインディオの二大言語の一つであるケチュア語に堪能であり，インディオ農民を主
な対象とするコチャバンバでの軍によるシビック・アクション計画の開始に尽力するなどして，同
地のインディオを中心に支持が高まっていた30）。更にバリエントスは，コチャバンバにおいて各地
のインディオ農民グループを率いる政治ボスの間で武力による対立が続き，県全体が軍の統制下に
置かれる中で，それぞれの政治ボスの間の調停役としての役割を果たすようになり，彼らの政治的
27）Dunkerley 1984: 113; Memo Prepared for the Special Group, March 10, 1964, FRUS, 1964―68, XXXI，http://history.
state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/ch4 2017年 10月 24日アクセス；Memo from the Executive Secretary 
of the (Read) to the President’s Special Assistant for National Security Affairs (Bundy): “The May 31 Elections in 
Bolivia,” May 28, 1964, ibid.，https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964―68v31/d149. 2017年 10月 24日ア
クセス。
28）キャリア外交官のヘンダーソンは，1962年のペルーでの軍事クーデタの際には代理大使としてリマの米大使館に
おり，軍事政権から民主政権への移行過程への対応においてケネディ政権の民主化路線を指導し，フィールドによ
れば「政治的リベラル及び軍への懐疑主義者」としての名声を高めたとされる［Field 2014: 107］。
29）ボリビアの地方行政の単位は日本語では「県（provincia）」との名称があてられており，全体で九つの県からなる
が，ボリビアの国土面積 110万 km2のうち，最大のサンタクルス県は 37万 km2と日本列島と同じほどの広さがあ
り，コチャバンバ県でも 5.5万 km2と九州より広い面積がある［真鍋 2013：22］。
30）シビック・アクションプログラムに関して，詳しくは［上村 2017b：14］を参照。またバリエントスは，1952年
4月 9日の革命勃発直後にアルゼンチンに亡命していたパスをラパスに飛行機で送り届けたのが自分であると繰り
返し自慢していた［Field 2014: 80］。
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支持を獲得していった。パス大統領は，こうしたバリエントス将軍の政治的野心と政治的支持の高
まりを警戒していた［Malloy 1970: 311; Dunkerley 1984: 115―16; Field 2014: 77, 80, 135］。
　そうした中で，事実上の大統領を決める場である 1964年 1月のMNR党大会は厳しい党内対立
を顕在化させる。パスにとって党大会で最も重要であったのは，反対派を抑えて自らの大統領候補
指名を確実にすることとともに，レチン以下の党内左派の動きをどのように封じるかであった。特
に問題であったのは，前年 12月の米人人質事件で調停者の役割を果たして政治的存在感を高めて
いたレチンとMNR党内左派の動向であった。党内左派は，党大会以前から再選を目指すパスへの
反対姿勢を鮮明にしていた。パスも長年にわたって対立と協力のないまぜになった複雑な関係を維
持してきたレチンに対して，党大会を前に党からの追放と労働左派との最終的決別を決めてい
た31）。パスのこうした決断を促したのが，労働者側の反パス姿勢を明確に示した 1963年 12月の
FSTMBの第 12回総会とその直後の人質事件であった。この FSTMB総会は，トロツキストであり，
革命労働党（POR）の代表的指導者であるギジェルモ・ロラが自ら著したボリビア労働運動史の大
著の中で，ボリビアの政治史及び労働運動史における重要性を指摘するように，1940年代後半に
始まり，1952年ボリビア革命の実現を可能とし，その後の革命政権を支えてきたMNRと労働左
派との歴史的な提携関係の解消を決定付けるものであった［Lora 1977: 324］。
　人質事件直前のこの FSTMB総会は，既に反パス・反MNRの機運に満ち，パス政権は反労働者
的かつ親帝国主義的であるとして，かつての寡頭支配層によるロスカ歴代政権になぞらえられ，パ
ス大統領を「革命の大義に対する裏切り者」として厳しく糾弾する決議が採択された。更に政府に
よる組合の破壊を断固拒否し，米政府主導により国有化鉱山の大規模な改革を目指すトライアン
ギュラー計画への徹底的反対を唱える決議等も採択されるなど，PCB系や POR系だけでなく，む
しろ本来はMNR政府系であり，FSTMBの主流派を形成していたレチン派が中心となってこうし
た決議が採択され，鉱山組合側はパス政権との全面的対決姿勢を顕わにしたのであった［Dunkerley 
1984: 111; Lora 1977; 324―25］。こうしてパス政権と労働左派との関係は，トライアンギュラー計画
に反対する 1963年半ばからのシグロベインテ鉱山を中心とする鉱山労働者ストライキ，その後の
イルパタにおける政府支持の農民民兵と鉱山労働者民兵との武力衝突，その直後の政府による国有
化鉱山での「労働者による管理（control obrero）」の全面廃止，そしてこの FSTMB総会という一
連の事態の中で著しく悪化しており，更に同総会直後の米人人質危機における政府・ボリビア軍と
鉱山労働者民兵との全面対決の危機と労働者の「虐殺」の危険によって党の分裂は決定的なものと
なっていたのである32）。
　FSTMB総会と人質事件の直後の 1964年 1月に開かれたMNR党大会では，レチンらの労働左派
は大統領選挙に向けての候補者選びに関して発言を封じられただけでなく，レチンの党からの除名
決議も採択された。労働左派は直ちにMNRと決別し，大会直後にレチン派主導の形で，革命以来
ボリビア労働運動の中核としての役割を果たしてきたボリビア労働中央（Central Obrera Boliviana: 
COB）が中心となって，新たな左派革命政党である国民左派革命党（Partido Revolucionario de la 
31）Memo from Thomas L. Hughes (INR) to the Secretary of State (以下 SS): “Political Alignments in Bolivia,” Bolivia 
7/63―5/64, Box 389A, Ralph A. Dungan, NSF, JFKL; Field 2014: 136.
32）パス政権と労働左派との一連の対立に関しては，［上村 2018：24―28］を参照。「労働者による管理」に関しては，［上
村 2017b：11］を参照。
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Izquierda Nacional: PRIN）を結成した33）。PRINは特に綱領を掲げて支持層を限定することはせず，
レチンは，左派のボリビア共産党（PCB）から右派のボリビア社会主義ファランヘ党（FSB）にま
たがり，更にパス再選への強い反対姿勢を明確にしていたエルナン・シレス前大統領も含む幅広い
反パス勢力との連携を目指した。パスの前任者であり，MNR最高指導者の一人であるシレスは，
パスによる権力維持の動きは，MNR党の分裂をもたらすとしてパスの再選に強く反対し，反対派
を糾合するために駐ウルグアイ大使としての任地を離れ，急遽ボリビアに帰国していた［Dunkerley 
1984: 111―12; Field 2014: 136］34）。
　労働左派との関係が決着した後，MNR党大会でパスにとって残る大きな問題がバリエントスの
野心をどのように封じ込めるかであった35）。バリエントスに関しては，党大会前から副大統領候補
に推す動きがコチャバンバを中心に党内で高まっていた。党大会では，パスの大統領候補への指名
は容易に決まったが，副大統領候補に関しては決定から排除された左派を除く党内の各派閥が熾烈
な争いを繰り広げた。これに対してパスは，党機構への締め付けを強め，パスへの忠誠で知られる
党幹部のフェデリコ・フォルトゥン上院議長を副大統領候補に指名し，過半数の承認を強引に取り
付けた［Malloy 1970: 311; Field 2014: 135］。バリエントスはフォルトゥンの指名が「誤りであった」
との声明を発表し，決定への不満をあらわにしたが，ダンカレーによれば，この段階では軍が組織
としてバリエントスの副大統領就任を求めていたわけではなく，軍首脳が政権入りすること自体に
反対する軍幹部もこの時点ではまだ多かったのである。後で検討するように，若手将校の中にはバ
リエントスが副大統領候補に選出されなかったことに強い不満を持つ勢力が存在していたものの，
アルフレード・オバンド参謀総長は，フォルトゥン副大統領候補の指名直後に軍を代表して指名へ
の同意をパスに伝えている［Dunkerley 1984: 116; Field 2014: 136］36）。
33）COBに関しては，［Malloy 1970: 185―87］を参照。遅野井茂雄は，COBを「中央労働本部」と訳している［遅野
井 2013：126］。
34）こうしたパス再選に対するMNR党内外の激しい反対に関しては，マロイによって，パスの強権的支配への傾斜
に対する反発に加えて，パスによる権力の継続がボリビア国内のエリート間の利益配分に深刻な影響を与えた側面
が指摘されている。マロイは，パスによる「永久政権の志向（continuismo）」は，ボリビアを含めたラテンアメリ
カ政治における暗黙の伝統的合意であるエリート間の政権の「たらい回し」による利益配分に深刻な影響を与えて
いたという点を強調している［Malloy 1970: 311］。またオバンド参謀総長もパス再選に関して，5月初めのヘンダー
ソン大使との会見で，パスが「再選に反対するボリビアの伝統を破った」ため不穏な状況は続き，左派がこれを利
用する恐れがあると述べている［Field 2014: 146］。
35）パスとバリエントスとの関係は，フィールドによれば，個人的な軋轢もあって大統領選挙を前に既に緊張に満ち
たものになっていた。もともとバリエントスは，パスを「ボス（Jefe）」と呼んで強い敬意を隠さなかったが，パ
スは若いバリエントスを「見習い（Cadete）」と呼んでさげすむ態度を露骨に示すようになり，バリエントスにとっ
て強い不満の種となっていた（1919年生まれのバリエントスは当時まだ 45歳であった）。バリエントスは，5月半
ばのヘンダーソン大使との会談でこうしたパスの態度はコチャバンバでインディオを中心に強い怒りを招いている
と警告している［Field 2014: 148］。
36）しかし，バリエントスが副大統領候補に選出されなかったことに対して，出身地コチャバンバでは，直ちに市民
による大規模な抗議行動が行われた。特にインディオ農民らは，数千人がコチャバンバの空軍基地に集結し抗議集
会を開き，パス政権に反対する都市部の左右の反MNR勢力も加わってコチャバンバ市中心部に大規模なデモ行進
が行われ，市役所や県庁を占拠する事態となった。その際，バリエントスは，ラバスからパスが考えなおすのであ
ればまだ副大統領候補になる用意があるとの声明を発している［Field 2014: 135―136］。こうしたコチャバンバでの
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　しかし，5月末の大統領選挙を前に党の内外でパスへの反対が強まる中で，パス政権が国内の治
安維持に関して軍への依存を強める一方で，MNR党内外の各政治勢力の多くも軍との提携や支持
の取り付けを求めるようになっていた［Field 2014: 136］。レチンやシレスを含めてパス再選に反対
する政党指導者の多くが，その後の展開から考えれば驚くほど楽観的に軍の政治的調停者としての
役割に期待していた。ダンカレーによれば，この背景には，かつての 1930年代のブッシュ政権や
1940年代のビジャロエル政権といった改革派軍事政権の伝統があり，革命によって全面的に改組
されて革命のための軍隊となったボリビア軍にその再現を期待していた側面があった。またバリエ
ントスも自身もこうした指導者の再来であるとのイメージを作り出そうとしていたのである
［Dunkerley 1984: 118］37）。
 （以下，（下）に続く）
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The Johnson Administration and the Demise of Bolivia’s 
MNR Revolutionary Regime in 1964: The Rise of the 
Barrientos Military Regime and the Path toward the 1967 
Collapse of Che Guevara’s Latin American Revolution in 
Bolivia (Part I)
Naoki KAMIMURA
要　　旨
　米国は，米ソ冷戦の文脈の中で，1953年から 1964年まで大規模な経済援助によってボリビア革命
政権への支援を続けた。本稿は，革命政権支援という異例の政策の背景とアメリカ外交におけるその
普遍的意味を解明するための一環として，ボリビア革命の最終段階のジョンソン政権に焦点を当てた
論考の第 1部である。ジョンソン政権は，大統領選挙等をめぐるボリビア情勢の混迷の中で，1964
年の軍による権力奪取の過程で最後まで革命政権を支持し，軍事クーデタの抑制を試みるが，ボリビ
ア軍の再建・強化は米国の支援によって行われており，その後の軍事政権下での革命家チェ・ゲバラ
による南米革命の拠点としてのボリビアでのゲリラ活動鎮圧という 1967年の「成果」に向けて，米
政府とボリビア軍部との間には複雑な関係が形成されていたのである。
